




─フランスの社会保障目的税 CSG の 
検討から─
Convincing the Elderly to Finance Social Security: Focusing on the Increase in 











































































以上にその傾向が見られ、60 代は 70％、70 代以上は 78％がマクロンに投票




歳 歳 歳 歳 歳 歳以上
　一方、投票約 10 日前の 2017 年 4 月 27 日の l’Opinion の記事（電子版）で









　2017 年 9 月にインタビューしたフランス戦略庁の社会・社会政策部長 G・





































図 2　男性失業率の仏瑞比較（1962 ～ 2002）
出典：U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成
図 3　女性失業率の仏瑞比較（1962 ～ 2002）
出典：U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成
　カナダの社会政策研究者の D・ベラントも、メーニュと同様の指摘をして












主義労働同盟（CFDT, Confédération Française Démocratique du Travail）
とのつながりがあった。ロザンヴァロンは、1995 年のベストセラー『新たな
社会問題─福祉国家再考』の中で、ロカール政権のもとで 1991 年に創設






























　その予想は当たった。約 30 年前に比べ、60 才以上の高齢層は社会保障の





れ る よ う に な っ た か ら で あ る（Boisson-Cohen & Cusset 2016: 197; 
Dupeyroux et al. 2015: 605; 神尾 2007：44）。
図 4 フランス　三つの年齢層別の社会保障費の負担率（1人あた
りGDP比）















ある一方、労働者は 0.75％と非常に少ない数字になっている。97 年に 5.5％
あったものが、98 年から 0.75％に落ちた。CMU の導入によって、社会保障
目的税 CSG を引き上げた結果、医療保険の保険料率を引き下げたのである。
　CSG の推移を見てみよう。フランスで重要なのは、社会保険に固執して



















































2000 年代の初めからさらに悪化した（表 1）。対照的に、60 才以上の高齢者


























（図 6）。1975 年から 1984 年にかけて世帯主が高齢者である世帯の貧困率（世
帯の等価可処分所得が社会全体の中央値の 50％以下）が大きく減少している。
図 6　世帯主の年齢別貧困率（1975 ～ 2001）
出典：Blanchet 2007：110 (INSEE-DGI, enquêtes « Revenus fiscaux »).
65 歳未満 65歳以上
　図 6 のように、1975 年から 1984 年にかけて世帯主が高齢者である世帯の
貧困率が大きく下がったのは、1970 年代において、1956 年創設の最低保障
年金（minimum vieillesse）の給付水準が、国民連帯の名の下に改善が図られ、
全ての 65 歳以上の者に対して保障されるようになったからである（江口 
2003）。1970 年には、最低保障年金は最低賃金水準（SMIC）に対する比率




























　図 7 の日本の年齢別、性別の相対的貧困率（2012 年）を見ると、男性に
おいては 20―24 歳の貧困率が特に高く、21.8％で、25―29 歳が 13.3％である。
表 1 から作成した図 8 のフランスの年齢層別貧困率（2012 年）をみると、









70 歳以上では 23% を超える数値が続く13）。
　日本と比較するために、フランス国立統計経済研究所（INSEE：L’Institut 













 0―17 歳 11.2 11.8
18―29 歳 13.7 12.3
30―49 歳  8.0  6.7
50―59 歳  7.2  7.1
60―74 歳  3.1  3.4
75 歳以上  4.4  3.0
全体  8.2  8.0
出典：INSEE（2017）より筆者作成。








65 歳以上 66-75 歳 76 歳以上
フランス  3.8  2.7  5.0

























　それを可能にしている重要な社会保障財源の 1 つに社会保障目的税 CSG が
あるのは明らかである。CSG は、1991 年に導入されてから徐々に税率を上げ、
























































































　本研究は JSPS 科研費基盤研究（C）JP15K03889 の助成を受けたものであ
る。記して厚く感謝する。
［注］
1 ）　Gautier Maigne : Directeur du département Société et politiques 
sociales, France stratégie. 2017.9.7 にインタビュー。
2 ）　CASA: Contribution additionnelle de solidarité pour l’autonomie.
3 ）　2013 年に年金額の 0.15%、2014 年以降 0.3% の負担。
4 ）　majorations familiales de retraite.
5 ）　首相直属の組織で、政府や労組、有識者らが家族政策を話し合う。
6 ）　Bertrand FRAGONARD：Président du Haut Conseil de la Famille. 
2017.9.15 にインタビュー。
7 ）　Dominique LIBAULT : Directeur Général, Ecole Nationale Supérieure 










centrale des organismes de sécurité sociale） で あ る（ 平 野 2011）。
ACOSS については、労働政策研究・研修機構国際研究部編（2008）が詳
しい。
9 ）　François HIEBEL：Directeur de projets ACOSS Relations 










13）　フランスでも、2004 年の調査によれば 65 歳以上の貧困率は女性が 12 
％、男性 6 ％で、2 倍の格差があったという（丸山 2007）。しかし、
INSEE（2017）の 2007 年から 2015 年のデータを見ると、男女の高齢者
の貧困率の格差は減る傾向にある。75 歳以上の貧困率だが、60％基準で
2007 年は女性 13.4％、男性 8.9％で、2015 年は女性 8.9％、男性 6.9％となっ
ている。
14）　大沢（2012）の図 4 を参考に作成した。そこに 1990 年と 2007 年の 9
か国のデータがあるため、図 10 にも両年の日仏のデータをあげた。
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